
 

 
 
 

 

  

時間割・目次 
１時間目 葛飾区の被害想定と地域協働復興を知る 

２時間目 被災後の「住まい」の復興を考える  

３時間目 被災後の「都市」の復興を考える 

葛飾区 震災復興マニュアル 

都市と住まいの 

地域協働復興テキスト 
 



（１）葛飾区における震災被害の想定 

東京都が平成 24 年に公表した「首都直下地震等による東京の被害想定」では、葛飾区

にも大きな被害が出ることが想定されています。 

 

 

 

震災被害は直接被害だけではありません。 

熊本地震では地震の揺れ等による直接死に対

し、日常生活を送れずに亡くなる震災関連死が圧

倒的に多くなっています。 

このような間接被害を防ぐため、速やかな復興

が必要です。 

 

 

（２）復興における自助・共助・公助 

復興を進めるためには、まず被災者である区民自ら

による取組が基本となります。（自助） 

しかし、被害が大きくなるにつれて、個人の力

では解決が困難な様々な課題が生じます。こうし

た課題に対処し復興を進める上では、地域が持っ

ている力を生かすことが必要です。（共助） 

区は、これらの自助・共助に基づく住民主体の復興を

地区内外の団体、専門家などと連携して支援します。

（公助） 

葛飾区では、自助・共助・公助が、責任をもって

それぞれの役割を果たし、連携を強化すること

で、震災からの地域協働復興を目指します。 

（３）葛飾区における地域協働復興の仕組み 

地域協働復興は、日頃からのコミュニティを中心に進められます。 

 

葛飾区では、各町会・自治会が相互に被災生活に関するさまざまな情報を共有しなが

ら、復興に必要な支援などについて話し合いを行う会を被災者生活支援連絡会と呼び、あ

らゆる分野の被災者個々人の復興に向けて区などと連携することを想定しています。 

（４）復旧と復興の違い 

都市と住まいの復興では、ただ震災前の状態に戻す復旧だけではなく、次の災害で同じ

被害を出さないよう、より災害に強いまちや建物に造りなおすことが大切です。 

 

死者 
500人 
(0.1％) 

火災で焼失 
11,114棟 
（10.4％） 

建物の全壊 
7,446棟 
(7.0％) 

避難者数 
200,970人 
(45.4％) 

 

地区内外の団体・専門家・ボランティア等 

支援・連携 

葛飾区 

被災者生活支援連絡会 

〇〇地区センターなど 

町会・自治会を母体に結成 

地域住民 

復興ニーズ把握・情報共有 

B自治会 Ａ町会 

C町会 

連絡 連携 

☞都市や住まいの分野だけでなく、 

被災地域の住民の不安に寄り添い、 

あらゆる分野の被災者個々人の復

興に取り組む 

都市 

しごと 

くらし 

住まい 

復興 

１時間目 葛飾区の被害想定と地域協働復興を知る 

１ ２ 

※以下の資料を元に作成 

・平成 28 年（2016 年）熊本県熊本地方を震源とする地震に係る被害

状況等について［平成 31 年 4 月 12 日 18 時 00 分現在内閣府)］ 

223人 50人 

死者 
273人 

( )内：区内の建物棟数に対する割合、または、区の人口に対する割合 

JR 新長田駅前（1995.1.19）/写真提供：神戸市 

被災直後 復興後 

JR 新長田駅前（2006）/写真提供：神戸市 

各種団体 
ボランティア 

専門家 
企業など 

住民主体の復興 

共助 
(地域) 

自助 
(区民) 

  協働   
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公助 
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（５）復興の流れ（住まい・都市） 
被災直後に避難、救助や消火活動などの緊急対応が行われたのち、避難生活や復旧活動が展開されます。被害が大きい場合には、その後のまちや生活の復興が最長で５〜10 年かかると考えられます。 

発
災 

災害応急対策  復旧  復興 
緊急対応期 避難生活期  応急復旧期 復興準備期 復興始動期 復興本格期  

発災直後  ～１週間 ～2週間 ～１か月 2か月 ～４か月 ～６か月 ～2年 ２年～ 
避難、消火、救助、炊
き出しなどの応急活動 

避難所や在宅での避難生活 仮住まい生活が開始 被害が少ない地域では徐々に元の生活に戻る 住まいの再建が本格化  

区
民
の
住
ま
い
の
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興
・
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市
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復
興
の
動
き 
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➡詳しくは 

「地域協働復興編」 

STEP３ 被災者生活支援連絡会の活動 

STEP4 応急仮設住宅への入居・運営・退去 
 

STEP１ 
被災者生活支援連絡会の立ち上
げ 

STEP２ 
被災者生活支援連絡会
の体制拡充 

被害調査の実施 

復興の対象地区を設定 災害対策本部、 
震災復興本部の設置 

建築制限の指定 

復興基本方針の策定 

住宅応急修理の募集・選定・発注 

復興まちづくり事業を推進 地域で復興まちづくり計画づくり 

罹災証明書の交付 
応急仮設住宅の供給 

各種住宅再建支援の検討・実施 

住まいの復興 

避
難 

STEP1 各種被害調査の受け入れ（❶、❷）や実施（❸） 

STEP2 住宅の応急修理 

STEP6 自力での住宅再建 

STEP5 災害公営住宅への入居 

STEP3  
罹災証明書の取得 

❶応急危険度判定 

 ❸被災度区分判定 

 

STEP1  
被害の把握 

都市の復興 

STEP2 
都市復興の体制づくり 

STEP4 時限的市街地の形成・運営 

STEP5 復興まちづくり事業の実施 

❷住家被害認定調査 

 

 
避難所等へ避難 

STEP3 復興まちづくり計画等の検討 

 ライフライン(電気、通信、水道、ガス)の復旧 

在宅避難 

町会・自治会による
地域の復興活動 

３ ４ 

情報共有 

立ち上げ 

支援 

連携 
活動連携 

調査周知 

制度周知 

入居・運営

支援 

運営支援・連携 



 

 

（１）被災後はどのような調査をするの？ 
まちや家屋の被害を調べるための各種調査が行われます。 

❶ 応急危険度判定（発災直後から 10日程度） 
余震等による、建物の倒壊や窓ガラス落下等による二次災害

を防止するため、建物の当面の使用可否について判定します。 

❷ 住家被害認定調査（１週間から６か月程度） 
区が住宅の被害の程度を認定し、罹災証明書を交付します。 

罹災証明書は、各種被災者支援制度を利用するために必要で、復興のパスポートとも言えます。 

 

❸ 被災度区分判定（１か月から２か月程度） 

建物を引き続き利用することが可能か、 

どのような補修・補強をしたら良いかを把握します。 

（２）被災後はどこで生活するの？ 
被災後の生活の場となる仮住まいには、以下のような場所が考えられます。 

発災 

約
１
か
月 

 

約
１
か
月
～
２
年 

 

（３）住まいの再建にはどのくらいお金がかかるの？ 

被災した際の住宅の建て替えには多額の費用を要し、公的支援だけでは不足するため、災害保

険の活用が不可欠です。 

■公助・共助で受け取れる金額（東日本大震災の戸建て住宅新築費用例）

 

（４）すぐに住まいの再建ができるわけではないの？ 
住宅の建て替えは、すぐにできるわけではありません。大きな被害を受けた地区で、無秩序に

従前の敷地に家を建て直してしまうと、もとの防災性の低いまちがそのまま再生されてしまうか

もしれません。災害に強いまちとして復興するため、区域を定めて、最長２年間、建築を制限す

ることがあります。 

 

 

 

 

 

 

●家財 ➡地震保険で 
     補える部分 
●引っ越し費用 など 地震保険で 

補える部分 

住宅新築費用 
約 2,500万円 

300万円 

＋ 

義援金約 100万円 

被災者生活再建支援金 

地震保険の不足分を補う 
地震補償保険の利用 

※金額は東日本大震災の一例です。 

やってみよう！ 「演習①：被災後の『住まい』の復興を考えよう！」 

あなたは架空のまち葛飾町地区在住の東京さんです。被災後、仮住まいや自宅の再建はどのよ

うにしますか？またその選択をした理由は何ですか？ 

被災にあった想定で、被災後の住まいの復興を考えてみましょう！ 

２時間目 被災後の「住まい」の復興を考える 

 被災後、皆さんは「どこで」「どのように」住宅を再建していきますか？ 
またその際に、お金はどのくらいかかる、と思いますか？ 
２時間目は、被災後の「住まい」の復興について考えていきましょう！ 

１
時
間
目 

２

時

間

目 

３
時
間
目 

４
時
間
目 

内閣府「水害・地震から我が家を守る 保険・共済加入のすすめ」をもとに作成 

 

在宅避難 
倒壊危険性が低
い自宅での生活 

避難所 

応急仮設住宅 

その他 
□親戚・知人宅 
□賃貸住宅 
□ホテルなど 

建設型 
賃貸型 

（みなし仮設） 
公営住宅、民間
賃貸住宅や空き
家などを借り上
げて提供 

日常生活に必要な部
分を緊急に修理する
際、被災住宅の応急
修理制度を利用でき
る場合があります！ 

例えば、「木造平屋建て（地下なし）の建物しか建てることができない」 
などの制限が一定期間かかる場合があります。 × 木造平屋建て 

（地下なし） 
ｺﾝｸﾘｰﾄ造 
４階建て 
 

５ ６ 

火災保険では、「地震を
原因とする損壊や延
焼・拡大した損害」は
補償されません。 
地震保険では補償され
ますが、一般的に火災
保険とあわせた契約が
必要です。 
詳細を確認のうえ、災
害保険の加入や見直し
を検討しましょう。 

建築物の所有者が専門家に依頼するものです！ 

自宅が無被害でも、周囲の状況によって「危険」と判定されることがあります。 

➡ワークシート① 

※住家の主要
な構成要素
の経済的被
害が、住家
全体に占め
る損害割合 

一部損壊 

※ 



 

 

 

（１）都市の復興って何をするの？ 
大きな被害を受けた地区では、従前よりも災害に強く住みやすいまちへ復興するために、老朽

木造住宅の密集や狭い道路を解消するなど、地域の課題に対応した復興まちづくりが必要です。 

そのため、その地区の全体像を明らかにする復興まちづくり計画と、それを実現するための都

市計画や事業計画などを検討します。 

なお、復興まちづくり計画等は、原則、以下の地区分類に応じた方向性により検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）区民は意見を言えるの？ 
被害が大きく復興まちづくりが必要な地区では、地区関係者を中心に復興まちづくりを検討

し、提案を行うために、地域復興協議会を立ち上げることができます。区に「地域復興組織の登

録」をすることで、区は、まちづくり専門家の派遣その他の必要な支援を行います。 

 

（３）地元で話し合いはできるの？ 
大きな被害を受けた地区では、地域の皆さんが、お住まいの地域やその近辺にとどまってわが

街の復興計画を策定し、復興を進めていくことが大切です。 

そこで、仮設住宅・店舗などを建設し、従前からの地域のコミュニティを維持しながら復興に取

り組む仮のまち「時限的市街地」という考え方を東京都は提案しています。 

 

 

 

 

区 地域 
地域復興
協議会 

 
 

役割① 地域の代表として住民の声をまとめて区に届ける 

ここの道は狭いから、

拡げないとね。 

公園が必要では？ 

復興するまでどこ

に住もうか？ 

駅前に広場があると

良いのでは？ 

役割② 区からの情報を地域にお知らせする 

やってみよう！ 「演習②：被災後の『都市』の復興を考えよう！」 

あなたは架空のまち葛飾町地区北町会会長です。 

お住いのまちは大きな被害に見舞われ、「都市」の復興が必要です。 

「都市」の復興ではどのような課題が生じると思いますか？ 

３時間目 被災後の「都市」の復興を考える 

 皆さんが住む、まちの復興は「誰が」「どのように」進めるか知っていますか？ 
３時間目は、被災後の「都市」の復興について考えていきましょう！ 

➡ワークシート② 

■地域復興協議会が 

設立されない場合 

重点復興地区を中心に、
区が復興まちづくり計画案
の説明や意見聴取を行いな
がら、復興まちづくり計画
を策定します。 
また、その他の地区にお

いては、主に被災者個人に
よる復興に対して、支援を
行っていきます。 

 

７ ８ 

重点復興地区                         

被害の状況 約８割の建築物や道路等に被害 

方向性 土地区画整理事業などの道路等の都市 
基盤施設を含めた整備 

復興促進地区                             

被害状況 約 5～８割の建築物や道路等に被害 

方向性 部分的に都市基盤施設を整備 

復興誘導地区                       

被害状況 部分的に建築物等に被害 

方向性 建築物等の更新を誘導 

(被災権利者が中心) 
 

時限的市街地 

 

残存する建築物等を利用しつつ、被災宅地やオープン

スペースを活用し、仮設の住宅や店舗、集会所など、生

活を支える都市機能を配置 

【都市機能の例】（周辺状況、地区特性、規模等による） 
・応急仮設住宅 
・仮設店舗、事務所 
・福祉仮設住宅 
・地区復興センター 

・仮設集会施設、談話室 
・仮設工場、作業所 
・借上げ応急住宅や施設 
・復興事業用仮設  等 
 

 

１
時
間
目 

２

時

間

目 

３

時

間

目 

４
時
間
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演習①、②の条件設定 

 
 

葛飾町地区について 

・葛飾町地区は、戸建て・集合住宅が中心の住宅街です

が、南部には住商併用住宅や工場等も立地します。 

・東西に電車が走り、葛飾駅が立地していて、駅周辺に

は古くから続く商店街も存在しますが、最近はところ

どころにシャッターの降りた店舗も見られます。 

・葛飾町地区の詳細は p.10 の通りです。 

世帯設定について ※どの東京さんを考えるかは、スタッフから案内があります。 

 

地区の

現状 

人口：３万人 世帯：１万５千世帯 高齢化率：26.0% 
都市計画道路：北町会と東町会の間は都市計画道路が未整備 
基盤の状況：北町会は未整備で隣接地区から続く木造住宅密集地域がある 
公共施設：西町会に地区センターはあるが、全体的に公共施設が少ない 

地域の

魅力 

・水路跡に形成された緑道が地域の憩いの場となっている 
・古くから続く商店街やお寺では、毎年地区の行事が開催されている 

被害 

状況 

・地区全体の建物全半壊棟数は全建物の３割程度(焼失・液状化被害含む) 
・北町会、南町会で延焼火災が発生。北町会は大規模被害 
・各地区で液状化被害があり、東町会は大規模被害 

あなたは架空のまち葛飾町地区に住む東京さん世帯
になりきり、復興について考えていきましょう！ 

９ １０ 

葛飾町地区 



 

普段からできる取り組みをチェック！ 

 

□地域コミュニティづくりをしていこう！ 

普段から、防災訓練、地域イベントなどを通じて、町会・自治会をはじ

め、子ども会や消防団など地区内の様々な組織、多世代が、相互に連携し、

地域力を高めておくことが大切です。 

 

 

 

 

□地域の特性を把握しよう！ 

毎日の散歩など日常生活の中で、災害時に危険な場所などの地域の課題、

歴史や将来にも残していきたい地域の魅力を把握しておきましょう。 

 

 

 

□普段からまちづくりについて考えよう！ 

日頃から、地域の皆さんが将来のまちのあり方を話し合い、一定の合意形成

ができていれば、万一の震災時、迅速な復興まちづくりにつながります。 

区が主催する震災復興まちづくり訓練は、地域の

復興手順や復興まちづくりの方針を話し合う訓練で

す。住んでいる地域の復興の進め方を考えることで

スムーズな地域協働復興の実現が期待できるほか、

普段からまちづくりを考えるきっかけになります。 

なお、地域の皆さんが主体のまちづくりを推進するため、「葛飾区区民参加

による街づくり推進条例」では、地域の皆さんが目指すまちの将来像を区に

提案することができます。そのための手続きや、まちづくりについて検討す

るための活動を支援しています。 

詳しくは葛飾区都市計画課へご相談ください。 

復興に向けて「普段からできること・できそうなこと」をご紹介します！ 
みなさんも自分たちができそうなことをチェック☑してみましょう！ 

【地域のお祭り】 【安否確認ｼｰﾄ掲示の訓練】 【防災訓練】 

【狭い路地などの地域の課題】 【昔から変わらない風景】 【将来にも残したい寺社】 

【震災復興まちづくり 
訓練の様子】 

令和３年３月／発行：葛飾区都市整備部都市計画課／電話：03-5654-8382 


